
































































































（ 4）　戸松秀典『憲法訴訟〔第 2版〕』（有斐閣、2008年）16頁。なお、2017年の NPD違憲確認訴訟
については、土屋武によるドイツ憲法判例研究会報告（2017年12月 9日、於：早稲田大学）によっ
ている。
（ 5）　Roth in: Schenke/ Graulich/ Ruthig, Sicherheitsrecht des Bundes, BverfSchG, Vorbemerkung, Rn. 1ff..































（10）　Nils Bergemann, Die Freiheit im Kopf?, NVwZ 2015, S.1705; Dietmar Marcholleck, Das Gesetz zur 
Verbesserung der Zusammenarbeit im Bereich des Verfassungsschuzes, NJW 2015, S.3611; Thomas 
Blome/ Dirk Sellmeier, Die neuen Regeln für den Einsatz von Vertrauenleuten durch das Bundesamt für 
Verfassugsschtz, DÖV 2016, S.881.
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憲法保障機関の正統性〔武市　周作〕
2018年 5月に施行される予定である（BGBl Ⅰ S.2097.）。
1．2　組織
　憲法保障に関わる情報機関は、連邦憲法擁護庁に加えて、16のラントの憲法
擁護庁、軍事防諜局（MAD: Militärischer Abschirmdienst）、連邦情報庁（BND: 
Bundesnachrichtendienst）に分かれている。連邦憲法擁護庁は、長官と副長官
（ 2 名）の下に、今日では以下の 8 つの部局に分かれて、それぞれの任に当
たっている。




















（14）　なお、Wolfram Cremer, Organisationen zum Schutz von Staat und Verfassung, in: HStR XII 3.Aufl., 
2014, §278 Rn. 1f.
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2条 1項 行為自由の保障の限界としての「憲法的秩序（verfassungsmäßige 
Ordnung）」


























（23）　以上、Klaus Stern, Staatsrecht, Bd. Ⅰ, 2.Aufl., 1984, S.180ff; s.a. Werner Heun u.a（Hrsg.）, Evangelisches 





















　 1  　自由で民主的な基本秩序、連邦もしくはラントの存立もしくは安全に対
する企て、または、連邦、ラント憲法機関の構成員の職務遂行に対する不
法な侵害を目的とした企て
　 2  　この法律の適用領域における、外国の安全を脅かす行為あるいは諜報活
動
　 3  　この法律の適用領域における、暴力の行使、あるいはそのための予備行
（24）　以上、Stern （Fn.23）, S.183ff.
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為によってドイツ連邦共和国の対外的利害を危険にする企て





















































（28）　Bundesministerium des Innen, Verfassungsschutzbericht 2016, S.15; Bundesministerium der Finanzen, 
Bundeshaushaltsplan 2017 Einzelplan 06 Bundesministerium des Innen, S.159.
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（30）　BVerfGE 100, 313, 401f. この判決については、小山剛「『戦略的監視』と情報自己決定権：


































出た「新たなゲシュタポ（neue Gestapo）」について、Clause Leggewie/ Horst Meier, „Verfassungsschutz“. 
Über das Ende eines deutschen Sonderwegs, in: Hans-Jürgen Lange/Jens Lanfer（Hrsg.）, Verfassungsschutz, 
2016, S. 9f..




























































（43）　それぞれ、BVerfGE 2, 1; BVerfGE 5, 85.KPD判決については、『ドイツの憲法判例Ⅰ』〔68 樋口
陽 一〕 を 参 照。Uwe Backes, „Sonderweg“ Verfassungsschutz? Kritik der Fundamentalkritik an der 
behördlichen Säule „streitbarer Demokratie“, in: Lange/ Lanfer （Fn.35）, S.27.
（44）　なお、憲法異議に限定した議論ではあるが、拙稿「憲法異議の客観的機能について」東洋法学
56巻 3号（2013年）57頁。

















































100条の第 2項による手続」東洋法学53巻 2号（2009年）47頁以下、「連邦争訟」東洋法学52巻 1












た Gusy （Fn.17）, S.85ffによる。



























































（56）　BVerfGE 30, 1 ; 65, 1 .前者については、『ドイツの憲法判例Ⅰ』〔42 西浦公〕、後者については
同〔 7  平松毅〕。
（57）　Gusy （Fn.17）, S.88.
























（58）　Cremer （Fn.14）, §278, Rn.17.
（59）　Gusy （Fn.17）, S.88における Fn.25。「具体例においてどの程度の明確性の要請が満たされなけれ
ばならないかの問題については、規律によって制限を受ける者に対する介入の強度も考慮されな
ければならない」（BVerfGE 49, 89, 133; 59, 104, 114）、「法治主義に基づく明確性命令の要求は、





























（62）　Cremer （Fn.14）, §278, Rn.19f. なお、渡邉斉志「ドイツにおける議会による情報機関の統制」
外国の立法230号（2006年）124頁参照。
（63）　Gusy （Fn.17）, S.92. Gusy, Kontrolle der Nachrichtendienste, VerwArch 2015/4, S.454f.





















（64）　連邦憲法擁護法 2条 1項 2文より、連邦内務省の下に、連邦憲法擁護庁に対する専門的・法的
監視がなされている。Cremer （Fn.14）, §278, Rn.18.
（65）　Gusy （Fn.17）, S.92.
（66）　Gusy （Fn.63）, Kontrolle, S.439f.
（67）　Gusy （Fn.63）, Kontrolle, S.443.
（68）　情報機関内部の情報についても、逆スパイや二重スパイの懸念から広く共有されるばかりでは
ないおそれもある。そうなればなおのこと、外的な統制は困難あるいは不可能になる。この点に
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